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令和８年第２回定例会（９月議会）予算及び付託議案審査関係資料

令和８年９月８日

政 策 企 画 部

【予算関係】

・・・・・・高 等 教 育 振 興 課 高等教育機関における電力等価格高騰対策支援事業について ３

【議案関係】

市 町 村 課 「市町村への権限移譲の推進に関する条例の一部を改正する条例案」

・・・・・・について（議案第１５７号） ４
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高等教育機関における電力等価格高騰対策支援事業について

高等教育振興課

１ 目的

電力等の価格高騰の影響を受けている公立大学法人、私立大学・短期大学及び私立専修学校の負担軽減を図

るため、光熱費の高騰分に対し助成する。

２ 内容

・補 助 先 秋田県立大学、国際教養大学、私立大学３校、私立短期大学４校、私立専修学校１１校

・補 助 率 １０／１０以内

・補助対象経費 令和８年２月から令和９年１月までの電気・ガス・灯油等の実績額と各校の実情に応じ

た価格高騰前の基準年の実績額との差額を助成する。なお、使用量については基準年の

実績を上限とする。

基準年：国際教養大学 平成３１年２月～令和２年１月

そ の 他 令和 ３年２月～令和４年１月

３ 予算額

２７８，７２１千円（㊀２７８，７２１千円）

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を充当予定

（１）秋田県立大学 １５１，６１３千円

（２）国際教養大学 ２９，９９１千円

（３）私立大学・短期大学 ６４，８９７千円

（４）私立専修学校 ３２，２２０千円

負担金補助及び交付金 ２７８，７２１千円
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​「市町村への権限移譲の推進に関する条例の一部を改正する条例案」について（議案第１５７号）​

​市町村課 　​

​１　改正理由​

​　地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律による地​

​方自治法の一部改正に伴い、所要の規定の整理を行う必要がある。​

​２　改正内容​

​権限移譲対象事務から財産区の議会等の設置に関する条例を改廃する条例の議案の提出の事務を除く。​

​（第１０条、別表第６１の２関係）​

​３　施行期日​

​　　​​公布の日​

​　　​

​　​
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